
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 内 容 関係課 

適切な管理 建物・部材・土留め等の老朽化 都市部建築指導課 

 雑草・樹木の繁茂（隣地越境） 環境部環境保全課 

 衛生害虫の発生、有害鳥獣等の生息 保健所環境衛生課 

 火災等の危険性 消防本部予防課 

 不法侵入等防犯上の危険性 市民安全部安全対策課 

 景観の悪化 都市部景観みどり課 

 雑草・樹木の繁茂、土留め等の老朽化（市道越境） 建設部道路管理課 

 特定空家等に対する固定資産税等の住宅用地特例の解除 財務部資産税課 

利活用 空家等の利活用 都市部都市政策課 

 高齢者の支援 福祉部高齢福祉介護課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「住まいの相談窓口」の周知・啓発及び協定団体との連携 

② 空き家の発生予防・適正管理・利活用に関する情報提供 

６ 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

・「住まいの相談窓口」及び「空き家活用等マッチング制度」にて関係機関・関係団体と協定を締結し、相談内容に

応じて、適宜協定先へ繋ぎ、解決を目指します。 

（２）関係機関・関係団体との連携 

（３）法に基づく協議会の設置 

（１）目的 

空家等対策を総合的かつ計画的に実施するため、茅ヶ崎市の基本的な取り組み姿勢や対策を示します。 

（２）位置づけ 

法第６条（※）に規定する空家等対策計画であり、茅ヶ崎市総合計画、茅ヶ崎市住まいづくりアクションプラン、 

ちがさき都市マスタープランなど、法律やその関連計画等と連携を図ります。 

（３）計画期間 

令和５年度から令和１４年度末までの１０年間とします。 

※法とは、「空家等対策の推進に関する特別措置法」をいいます。 

第１章 「茅ヶ崎市空家等対策計画」の目的と位置付け等 

７ 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

・空き家に関する課題は多岐に渡るため、次の表の庁内関係課が連携して、取り組みを進めます。 

（１）庁内推進体制の整備 

・茅ヶ崎市空家等対策推進協議会にて、法に基づき、本計画の作成及び変更並びに実施に関する事項につき協

議を行います。 

（４）茅ヶ崎市特定空家等判定委員会の設置 

・特定空家等の判定にあたっては、茅ヶ崎市空家等対策推進協議会に意見聴取のうえ、茅ヶ崎市特定空家等判

定委員会にて「茅ヶ崎市特定空家等判定基準」を基に判定を行います。 

８ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

・適宜、空家等の適切な管理を行うことの重要性について広報を行うことや、協議会における協議の内容を住民に

公開する等により、空家等がもたらす諸問題を広く周知し、地域全体で対処方策を検討・共有できることを目指し

ます。 

・関係課所管の法律においても、空家等について必要な措置が講じられる場面も考えられるため、庁内関係課間

の連携を取りやすい体制を整備していきます。 

発行・編集 茅ヶ崎市 都市部 都市政策課 （令和５年４月発行） 

※下線部は、現行計画からの修正部分を示します。 
※○新マークは、現行計画から修正している図を示します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市の住宅総数（１０９，５５０戸）が本市の

世帯総数（９９，５７０世帯）を上回っており、

住宅供給過多の状況は続いています。 

第２章 茅ヶ崎市の空き家をとりまく現状と課題 

第３章 空家等対策の基本的な方針 

図表：茅ヶ崎市の住宅総数と世帯数の推移 

図表：茅ヶ崎市の空き家総数と空き家率 

第４章 具体的な施策について 

１ 空家等の調査に関する事項 

 本市の空き家の推移状況をみると、空き家

率は平成１５年以降、８．５％を超えて推移

しています。 

１ 現 状 ※住宅・土地統計調査（平成５年から平成３０年） 

２ 課 題 

（１）現状からの課題 

① 所有者の高齢化 

② 所有する建物等への関心の希薄化 

③ 旧耐震設計基準での建築や老朽化が進む空き家 

④ 無接道敷地建替え困難等空き家を取り巻く法制度 

（１）調査対象地区 

 市内全域 

（２）調査時期 

 適宜実施 

（３）調査対象 

 原則市内全域の

「戸建て住宅」 

（５）調査結果のとりまとめ 

 データベースを更新し、保存・管理 

（４）調査方法 

 水道閉栓情報等を用いて

抽出 

 外観目視による現地調査

実施 

 所有者アンケート実施 

（１）空家等の発生予防と適切な管理の促進 

・所有者に対して、発生予防や適切な管理の責任について、周知・啓発活動を行います。 

・所有者のみでは解決が困難な空き家は、専門家等の多様な主体との連携を強化し、早期解決を目指します。 

（２）空家等及びその跡地の利活用の促進 

・地域の活性化やまちの魅力向上を目的に、利用可能な空き家や除却後の跡地について、効果的な施策を 

実施します。 

（３）特定空家等に対する措置の強化 

・適切に管理されず、周辺へ悪影響をもたらすおそれのある切迫性の高い空家等については、特定空家等に 

判定し、措置を講じます。 

（２）改定前の本計画での取組に関する課題 

① 本市の空き家関連施策の認知度 

② 周辺に被害が生じている空き家への対応 

③ 空き家及び空き家除却後の跡地の利活用促進 

２ 空家等の発生予防に関する事項 

・その住宅の所有者の責任において行われるべきものであることについて、周知・啓発活動等の実施 

３ 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

① 空き家の適切な管理の啓発ちらし・パンフレットの配布 

② 納税通知書を活用した全住宅所有者への空き家の適切な管理のお願い 

③ 関係機関・関係団体と連携し、ニーズを捉えた相談体制の構築 

④ 地域や関係団体等と連携した適正管理の取組の推進 

⑤ 専門家団体等と連携した相談会や講座の開催 

⑥ 法を活用した連携体制による改善指導の実施 

⑦ 旧耐震設計基準の建物への支援等、庁内関係課の連携による対応の推進 

４ 空家等及び除却した空家等に係る跡地の利活用の促進に関する事項 

① 「空き家活用等マッチング制度」の普及促進 

② 関係団体との連携によるリノベーションの検討 

③ 居住促進を目的とした空家等の活用及びライフスタイルプロモーションの発信 

④ 災害時における空家等及びその跡地の緊急利用方法の検討 

⑤ 所有者への除却・建替え及び跡地活用に向けた事例等の普及・啓発 

⑥ 民間企業等との連携による施策の検討 

⑦ 空家等及びその跡地の利活用への国の助成金活用の検討 

⑧ 旧耐震設計基準の建物への支援等、庁内関係課の連携による対応の推進 

5 特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項 

・特定空家等に該当するおそれがあるものについては、速やかな改善が求められることから、庁内連携のうえ、早

期に助言、指導等の手続きを行います。 

・特定空家等であることを判定する際は、「茅ヶ崎市特定空家等判定基準」を基に、茅ヶ崎市空家等対策推進協

議会に意見を聞いたうえで、茅ヶ崎市特定空家等判定委員会が判定し、市長が決定します。 

・特定空家等と判定した物件に対しては、法第１４条に基づき措置を講じます。 


